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                                       要約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 2002 年ま

で，および 2011 年は ERIC および PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の，2003 年から

2010 年までは PsycInfo の，2013 年と 2014 年は ERIC の，さらに 2015 年からは ERIC および

PsycInfo の不登校との関連が考えられるキーワード school attendance，school dropout，school 

phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。その基礎研究としての継続研究として

2024 年は ERIC および APA PsycInfo の文献 46 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropout, school phobia, school refusal 

をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順別に分

類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界

の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991 年か

らそれぞれの年の文献についての基礎研究としての継続研究を行ってきた(1992b,1993,1994, 

1995,1996,1997,1998,1999,2000,2001,2002,2003,2004,2005,2006,2007,2008,2009,2010,2011,2012, 

2013,2014,2015,2016,2017,2018,2020a,2020b,2021,2022,2023,2024)。 

 本研究は，2024 年の文献についての基礎研究としての継続研究である。ERIC データベース

は 2003 年以降，データベースの検索方法を変更していたため，2003 年以降の文献については，

年毎の検索ができなくなっていたが，2011 年途中に確認をしたところ年毎の検索が利用可能に

なっていた。  

  一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycInfo データベース)は，2013 年 11 月末に日本国

内の個人利用者へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関

施設内での利用となっていた。2015 年 7 月以降に，学術認証フェデレーション(GakuNin)に参

加している鳴門教育大学を含む多くの大学関係者等は学外からの学術情報の EBSCO による検

索が可能となり現在に至っている。 



 今回の研究では，ERIC および EBSCO 経由 APA PsycInfo データベースを用い，インターネ

ット経由での文献検索を行った。これらの中から不登校との関連が考えられるものについて，

キーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究は，今回で 34 年目に当たる

が，同一規準での作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の 2024 年分である。 

 2024 年の ERIC では，school attendance に関する文献が 90 件，school dropout に関する文献

が 42 件，school phobia に関する文献が 3 件，school refusal に関する文献が 14 件であった。一

方，APA PsycInfo では，school attendance に関する文献が 501 件，school dropout に関する文献

が 245 件，school phobia に関する文献が 174 件，school refusal に関する文献は 93 件であった。 

 なお，これらのキーワードと 2020 年から急増した COVID-19 とをキーワードとする文献は，

ERIC では，school attendance に関する文献が 15 件，school dropout に関する文献が 5 件，school 

phobia に関する文献が 0 件，school refusal に関する文献が 2 件，APA PsycInfo では，school 

attendance に関する文献が 56 件，school dropout に関する文献が 12 件，school phobia に関する

文献が 17 件，school refusal に関する文献が 6 件であった。 

  ERIC および APA PsycInfo の 1,162 件の文献の中で不登校との関連が考えられる 46 件につい

て，キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，2025 年 5 月末現在，ERIC および APA PsycInfo において検索し，

不登校との関連が考えられる 2024 年分として収録されている文献である。ここでは，日本の幼

稚園・保育所から高等学校に相当する学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っ

ている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  school attendance をキーワードに持つ文献は 591 件であり，さらに COVID-19 に関連するもの

は 71 件である。これらのうち，関連の考えられる 13 件について概観することにする。ERIC

では 90 件のうち 6 件，APA PsycInfo では，501 件のうち 7 件を取り上げる。国別では，アメ

リカ合衆国が 5 件，英国が 3 件(うち 1 件 school refusal と重複，refusal で取り扱う)，南アフリ

カが 1 件，中国が 1 件，インドネシアが 1 件，デンマークが 1 件である。 

Walther-Hansen ら(2024)は，若者の実体験を用いた解釈学的現象学的探究を提示し，生徒の

ナラティヴにおける身体的反応と感情に注目している。教師が学校文化や学校環境を調査する

ことを促す研究を促進することで，長期欠席に関する研究を支援することを目的に研究を行っ

ている。9 人の生徒に面接を行い，学校における SAP(登校上の問題)を理解するための目標を設

定した。質的調査手法として詩的探求を用いることで，SAP を理解するための美的視点として

の詩が，長期欠席における若者の非言語的経験を捉えようとするものである。その結果は，若

者，学校，専門家にとって，希望と SAP の関係性に関する洞察を提供しているとし，希望の役

割が，生徒の継続教育にとって不可欠であると考えている(PA)。 



 Jones ら(2024)によれば，登校との関わりは，COVID-19 パンデミック以前は生徒の学業の成

功と幸福にとって非常に重要であったが，パンデミックで学校が閉鎖されたときに深刻な混乱

が起こった。ここでは，言語的に多様な保護者が，COVID-19 パンデミック以前と最中に，学

年を問わず生徒の登校と，その関わりに対する多層的な促進要因と障壁として何を認識するか

について，研究課題としている。アメリカ合衆国の太平洋岸北西部の学区の保護者 1,575 人が，

2020 年 5 月に子どもの登校に関するアンケートに回答した。定量的データが，ネスト(school 

nesting)を調整した多層モデルを用いて分析された。自由記述の回答は，従来のコンテンツ分析

を用いてコード化された。調査結果は，多くの学校に関連しない学校外の保護者の仕事のスケ

ジュール，新しい保護者の期待などの要因と，学校と家族のコミュニケーション，生徒と教師

の関係などの学校と教師が制御できる要因が生徒の登校に影響を与えることを報告していた。

スペイン語を話す保護者は，パンデミックの前後で登校の問題の理由が異なり，英語を話す保

護者と比較して，登校を促進する要因も異なると報告しており，有意な差異が見いだされた。

ベトナム語を話す保護者は登校を促進する要因が異なり，ベトナム語と中国語を話す保護者は，

学校をより安全にすることで登校が促進されると報告していた。言語の多様性での差異による

登校に関する要因を検討しているが，あわせて他の要因の検討も必要であると考える(PA)。 

 Cai ら(2024)は，既存の研究から COVID-19 パンデミック中の学校閉鎖が青年男女のメンタ

ルヘルスに悪影響を及ぼしたことが明らかになっているが，学校再開の移行期間中に青年男女

のメンタルヘルスがどのように変化したか，また学業関連のリスク要因と保護要因は依然とし

て不明あるので，学校再開直前(2020 年 4 月)と学校再開 3 か月後(2020 年 7 月)に，中国上海市

の青年男女 879 人(平均年齢 13.14 歳，標準偏差 1.31，女性 51％)がオンラインアンケートに回

答し，メンタルヘルス(うつ症状，不安症状，怒りの問題)について報告し，あわせて学校再開

前に認識した学業上のストレスと学業志向(パフォーマンス志向と習得志向)を報告したデータ

により研究を行っている。その結果，青年男女は，学校再開から 3 か月後にうつ症状，不安症

状，怒りの問題が減少したと報告していた。学業上のストレスと成績志向がより高いと報告し

た青年男女は，学校再開後にメンタルヘルス上の症状が悪化していたのに対し，習熟志向がよ

り高いと報告した青年男女は怒りの問題が減少していた。習熟志向が高いと，学業上のストレ

スがメンタルヘルスに与える悪影響が緩和されていた。これらのことから，学校再開が中国の

青年男女のメンタルヘルスに与える良い影響を示しているだけではなく，この移行期における

個人差に寄与する学業上のストレスと学業志向の役割も浮き彫りにしていると考えられる。こ

の研究では，学校再開とメンタルヘルス，学業志向の関係という観点で研究を行っているが，

人と人との関係性などについても，検討する必要があると考える(PA)。 

 Ryan ら(2024)によれば，COVID-19 の影響で，医療上の複雑さを抱える子ども(CMC)の就学

状況に格差が生じている。家族が報告した学校安全認識の長期的変化や，フルタイムの対面式

学習への就学の予測因子は不明である。パンデミック前から登校していた，アメリカ合衆国の

英語とスペイン語を話す 5～17 歳の CMC の家族を対象とした，3 波にわたる調査（2021 年 6



月～2022 年 6 月）による前向き縦断コホート研究を行っている。健康行動理論の一つであるヘ

ルスビリーフモデルの認識とフルタイムの対面式学習への就学状況の変化は，反復測定による

多変量一般化線形モデリングを用いて推定された。その結果，対象とした 3,073 人のうちの

52.9%，1,601 人の回答者のうち，86.8％が 3 つの調査すべてに参加した。学校安全認識は時間

とともに改善したが，COVID-19 に対する感受性の認識は増加した。フルタイムの対面式学習

への就学率は，第 1 波から第 3 波にかけて 48.4%から 90.0%に上昇し(p<0.0001)，動機，利点，

きっかけと関連していた。たとえば，対面式学習への就学に対する動機の低い家族は動機の高

い家族と比較して，第 3 波での子どもの登校の予測確率がそれぞれ 76%と 98%であった

(p<0.0001)。学校保健政策，実践，公平性への影響については，フルタイムの対面式学習への

就学の確率は，いくつかのヘルスビリーフモデルの認識と関連していた。学校保健政策とプロ

グラムは，COVID-19 を含む将来の呼吸器疾患の流行時に，家族の動機，利点，きっかけを促

進することで恩恵を受ける可能性があると考えられる。結論として，対面式学習への就学率は，

時間の経過とともに CMC にとって改善した。学校での CMC の対面式学習への就学と家族が認

識する安全性を最適化し続ける機会が必要であると考えられる。今後の大きな広がりのある呼

吸器系疾患やパンデミックでの対応でも検討する必要があると考えられる(ERIC)。 

  Rahiem(2024)によれば，COVID-19 パンデミックという緊急事態の中で幼稚園教育を維持す

ることは困難であった。学校閉鎖や長期にわたる社会的孤立にもかかわらず，子どもたちが教

育を継続できるようにする上で幼児教育機関が直面していた困難を浮き彫りにした。教室での

学習から，主に比較的高い年齢層向けのオンラインである遠隔学習への移行は，その性質上，

また家族のリソースが限られているため，低学年の園児・児童にとっては特に複雑であった。

対照的に，インドネシアの多くの幼稚園は，学校閉鎖期間中に子どもたちが教師や仲間と対面

で学習できる家庭訪問プログラムをおこなった。幼児教育のための家庭訪問プログラムがどの

ように実施されたか，教師と保護者がオンライン学習のこの緊急代替手段をどのように見てい

たかを調査することを目的に研究を行っている。調査方法として質的ケーススタディを採用し，

ジャカルタ郊外の南タンゲランにある単一の幼稚園から 9 人の保護者と 4 人の教師が本研究に

参加した。データによると，家庭訪問プログラムの実施には，子どもたちを小グループに分け，

教師が各グループの割り当てられた家庭を週に 1～2回 45～90分間訪問し，健康対策を実施し，

園児が親と一緒に行う毎日の活動を提供するという措置が含まれていた。家庭訪問プログラム

は有益であったが，重大な欠点もあったと教師は述べていた。利点には，子どもたちが学習教

材を理解するのに役立ち，興味をそそり，電気，インターネット接続や割り当てなどのリソー

スが不足している家庭，オンライン学習を実施する教育者の能力，親が限られたデバイスまた

は使用できないデバイスである場合に代替手段として機能したことなどがあげられた。一方，

家庭訪問の欠点には，親が子どもの教師や仲間を楽しませる義務を感じていたこと，遠距離の

ために勉強できない園児が存在したこと，メディアの準備や学習活動に追加の時間とエネルギ

ーが費やされたこと，COVID-19 にさらされるリスクが高まったことなどがあった。予期しな



い健康被害やその他の状況が発生する可能性が，今後のパンデミックでは考えられる。幼児教

育機関が必要に応じて変化する状況に迅速に対応できるよう，より準備を整え，戦略を策定し，

指導方法を調整する必要性があると考えられる。対象人数が少ないが，これまで取り上げてき

ていないインドネシアでの研究であったので，取り上げた(PA)。 

  Thapelo ら(2024)によれば，COVID-19 パンデミックの世界的な影響は南アフリカの教育分野

にも及び，国家コロナウイルス対策委員会による予防措置の実施を促した。これらの COVID-19

プロトコルには，フェイスマスクやフェイスシールドの着用，最大限の換気の確保，手洗い，

過密な教室に対処するための登校ルーチンなどが含まれていた。ここでは，学校での COVID-19

プロトコルの実施を掘り下げ，使用された戦略と教員が直面した課題に焦点を当てている。ケ

ーススタディの枠組みの中で定性的な研究方法論を採用し，目的的サンプリングによって選ば

れたスククネ地区の 4 校の学校の男性 5 人，女性 3 人の 8 人の教員を対象としている。現象を

徹底的に理解するために半構造化面接を通じてデータを収集し，匿名性を保つためにコード化

した。研究の目的に合わせて，データ分析にはテーマ別データ分析を採用した。調査結果から，

教員は COVID-19 対策の実施と授業時間の喪失の補填という責任とのバランスを取る上で，大

きな課題に直面したことが明らかになった。教員たちはこの損失を軽減するために，対策を支

援し生徒の宿題を支援するアシスタント教員の配置，不要な学校訪問の警備と管理を支援する

警備員の増員，教員による補足資料の提供やオンライン学習の導入など，代替戦略を採用して

いた。サポート職員の配置増加，地域社会の関与の強化，教員へのオンライン学習プラットフ

ォームの活用研修，基礎教育省による，パンデミック中の教員が授業の課題を乗り越えるため

のガイダンスシートの作成などが今後の課題として挙げられる。なお，本文献は全文の閲覧が

可能である(ERIC)。 

  Lenhoff ら(2024)によれば，生徒の登校頻度は，生徒の幸福度を示す強力な指標であり，学校

での将来の成功を予測する強力な指標である。これまでの研究では，生徒の高いレベルの長期

欠席率に影響を与える学校内外の無数の要因が明らかにされており，その多くは貧困や学習意

欲の喪失という根本原因から生じている。COVID-19 パンデミック中のオンライン学習への移

行は，これまでの登校の障壁を破壊し，新たな障壁を生み出した可能性がある。この逐次的説

明的混合研究では，2020～2021 年度のデトロイトの生徒の長期欠席率を調査研究している。行

政データを用いて登校パターンの変化の有無とその変化方法を示し，家族調査と面接データを

結びつけて，それらのパターンを説明している。生徒の 70%が慢性的に欠席し，保護者の 40%

がコンピュータの問題が欠席の原因であると報告していることが示された。社会経済的に恵ま

れない状況やコンピュータやインターネットの問題は登校率の低下や慢性的な欠席の可能性の

高さと関連していたが，パンデミック中の困難の程度は報告されていなかった。テクノロジー

への多額の投資にもかかわらず，生徒の関心を引きつけるための学区の戦略は，経済的困難と

オンライン学習の新たな課題を克服するには不十分であったと述べている。パンデミックが落

ち着いての現在，元々の学習形態に復帰すれば，見えなくなる課題の一つであると考える(PA)。 



  Stephen ら(2024)によれば，COVID-19 パンデミック以降，多くの国で高水準の不登校が続い

ている。英国のデータを用いて，パンデミック中の生徒の不登校が，その後の登校や学業の進

展に因果関係があったかどうかを，パンデミック中の(学校向けではない)地方規制の差異に基

づいて調査研究している。その結果，規制が厳しかった当時の不登校率が上昇し，その後の登

校率と学業成績が低下したことが示された。ここでのエビデンスは，この持続的な影響が，生

徒が COVID-19 感染者と接触した際に自宅待機を強いる規則によるものではなく，保護者と生

徒の登校に対する態度の変化によるものであることを示唆している。政策的制限が同時の不登

校および長期の欠席に与える影響は，社会経済的地位の低いグループでより強かったとしてい

る。(ERIC)。 

  Johnson ら(2024)によれば，2020 年 3 月に COVID-19 パンデミックによりアメリカ合衆国で

学校閉鎖が余儀なくされた際，子どもたちの学習は自宅やオンラインに移行し，多くの家庭，

特に低所得の家庭にとって学校での学習参加が課題となった。小学校低学年の対面授業参加に

代わる明確で合意されたデジタル版はないが，パンデミック以外の時期における児童の登校と

参加に関する既存研究によると，子どもの発達に影響を与えると広く認識されている，親のう

つ症状，家庭の混乱のような家族特性，COVID-19 以前の学力，人口統計学的特性のような子

ども自身の特性，インターネットアクセスのような遠隔学習に特に関連するロジスティクス上

の障壁が遠隔学習参加の決定要因となる可能性があることが示唆されている。ここでは，パン

デミック発生時にオクラホマ州タルサの小学校 1 年生だった多様な低所得層の児童を対象とし

た既存研究を参考に，COVID-19 による遠隔学習中の児童の参加が，家族と子どもの特性およ

びロジスティクス上の障壁によってどの程度予測されるかを調査研究している。COVID-19 の

流行前と流行中に収集された，独自の包括的な多情報源データを活用し，COVID-19 関連のス

トレス要因と遠隔学習への参加を阻害する要因の両方に混同される可能性のある既存の差異を

コントロールしながら，児童の遠隔学習への参加を検証している。親のうつ症状，家庭の混乱，

シングルマザーのような家族特性とインターネットやデバイスへのアクセスのようなロジステ

ィクス上の障壁の両方が，子どもたちの遠隔学習への参加を予測している。COVID-19 のよう

な学校閉鎖を余儀なくさせる可能性のある将来の災害への備えに焦点を当て，学校管理者や政

策立案者にとっての示唆について，今後とも検討が必要であると考える(PA)。 

 Patrick と Kamma(2024)によれば，COVID-19 パンデミックは，個人，家族，地域社会の社会

経済生活のほぼあらゆる側面を混乱させた。また，既存の人種・民族間，社会経済格差を浮き

彫りにし，深刻化させた。教育もまた，パンデミックによって悪影響を受けた。小中学校の児

童生徒における学習機会の喪失，アクセス，メンタルヘルスに関連する課題については，研究

によって十分なエビデンスが得られていると考えられる。これらの新たなエビデンスを基に，

ロードアイランド州の傾向に焦点を当て，児童生徒レベルのきめ細かで長期的な行政データを

用いて，(1)COVID-19 パンデミックの間，高等教育への進学率と継続率はどのように変化した

か？(2)児童生徒は入学する教育機関の種類を変えたか？(3)人種や社会経済的地位などの児童



生徒のサブグループ別，教育機関の種類別に，進学率と継続率の傾向をどのように比較するか？

(4)生徒の高校での経験が，高等教育への進路にどのような影響を与えるか？という疑問に取り

組んでいる。この文献は 34 ページであるが，全文の閲覧が可能であるので，アメリカ合衆国の

一つの州の事例として取り上げた(ERIC)。 

 Markus と Edward(2024)によれば，これまでの研究では，欠席が生徒の成績に悪影響を及ぼ

すことが示されてきている。さまざまなリスクが蓄積されるため，社会経済的状態(SES)の低

い生徒の場合，欠席は成績にさらに悪影響を及ぼす可能性がある。対象人数 3,135 人のスコッ

トランド縦断研究の上級中等教育学校の生徒のサンプルを用いて，欠席(全体，病気，不登校)

と重要試験の成績との関連が，家族の SES 面(親の教育，階級，無料学校給食登録，住宅)によ

って異なるかどうかを調査研究している。全体の欠席と不登校に関する調査結果では，SES グ

ループ間で統計的に有意な差は見られなかった。ただし，病気による欠席は，高い SES の生徒

よりも低い SES の生徒の成績に悪影響を及ぼしていた。親の教育を除くすべての SES 面におい

て，最も恵まれないグループと最も恵まれているグループの間に違いが見られた。これまでの

研究でも，SES 面での差異は指摘されていることであるが，同様の結果を得ている(ERIC)。 

  Maria ら(2024)によれば，児童・青年の長期欠席は，無数の悪影響と関連付けられている。

登校に関する研究は数多く行われているものの，精神疾患を抱える小学生の長期欠席に関する

理解は限られている。ここでは，混合法を用いた説明的順次デザインを用いて，児童の精神疾

患，年齢，性別，長期欠席との関連性をより深く理解しようとしている。2 つのフェーズで構

成され，フェーズ I ではクリニックから紹介されたアメリカ合衆国の 5～12 歳の主に白人(74%)

の児童 750 人の参加者の長期欠席と精神疾患との関連性について定量的な調査研究を行い，フ

ェーズ II では参加者選択モデルとカルテレビューデザインを用いて，精神疾患を抱える児童の

長期欠席がどのように現れるかについて，より深い理解を得ることができたとしている。結果

は，内向性症状が登校の問題と有意に関連し，この関連性は児童の年齢が上がるにつれて，ま

た内向性症状の重篤度が増すにつれて悪化することが示唆されていた。外在化症状は長期欠席

とも関連していたが，この調査結果では，外在化症状のレベルが低～中等度の低学年児童の方

が登校障害が深刻であることが示された。質的カルテレビューは，特に内在化問題と外在化問

題が併存する児童において，登校の障害と児童の精神的健康の複雑な相互作用を示していた。

児童は学業面でも社会面でもしばしば苦戦し，登校拒否や無断欠席の増加を示す児童もいれば，

攻撃的な行動を示し停学処分を受ける児童もいた。児童の発達過程における因果関係とその登

校への影響について包括的に理解するには，学校や家族の変数などの追加的な文脈的要因を，

縦断的クロスラグモデルや多様な家族を用いて検討する今後の研究が必要であると考えられる

(ERIC)。 

  

 ２ school dropout に関する研究の概観 

  school dropout をキーワードに持つ文献は 287 件であり，さらに COVID-19 に関連するものは



17 件である。これらのうち，関連の考えられる 13 件について概観することにする。ERIC では 

42 件のうち 6 件，APA PsycInfo では 245 件のうち 7 件を取り上げる。国別では，アメリカ合衆

国が 3 件，ネパールが 1 件，トルコが 1 件，オランダが 1 件，モザンビークが 1 件，ベトナム

が 1 件，イランが 1 件，大韓民国が 1 件，ベルギーが 1 件，ブラジルが 1 件，スペインが 1 件

である。 

  Wang (2024)らは，アメリカ合衆国のK-12Kの生徒を対象とした中途退学介入プログラムの

有効性を検証することを目的に研究を行っている。2010年から2022年までに発表された実証

研究26件を対象とし，31の効果サイズを抽出している。高等学校修了率向上に対する中途退

学介入プログラムの平均効果サイズは0.19(95%信頼区間:0.10～0.28)と推定された。非ラン

ダム割当だがマッチングされたデザインとランダム割当デザインでは，非ランダム割当デザ

インと比較して効果サイズが大きくなる傾向が見られた。行動介入(ES=0.33)および少なくと

も2種類の介入戦略を実施した複合介入(ES=0.31)は，学業のみに焦点を当てたプログラム(E

S=0.12)よりも中途退学防止と卒業率向上の点で優れた成果を上げたことが示されている。中

途退学介入プログラムを開発する際に行動的要素を含める必要があると考えられる(PA)。 

 Thanh ら(2024)によれば，COVID-19 パンデミックによる学校閉鎖により，教育は従来の対

面式学習からオンライン学習環境に移行した。この突然の変化により学習が中断され，既存の

教育格差が悪化した。ベトナムの 4,920 人の子どもの全国代表データを用いて，ベトナムなど

の低中所得国における教育格差に関する実証的なエビデンスを提供することを目的に研究を行

っている。特に，パンデミック中に，農村部と都市部，貧困層と非貧困層，家族に若い扶養家

族が多い人と少ない人などの恵まれない子どもと恵まれた子どもの間に教育格差があったかど

うかを調査研究している。結果によると，学校閉鎖中，恵まれない子どもは学習活動に参加す

る可能性が低く，恵まれた子どもと比較して，中途退学する可能性が高いことが分かった。こ

れらの恵まれない子どもは学習日数も少なく，オンライン学習にアクセスする機会も少なかっ

た。さらに，学校閉鎖中に退学した子どもは，再開後に学校に戻る可能性が低かった。したが

って，パンデミック中およびパンデミック後の教育格差に取り組む，または緩和するためのい

くつかの課題について，今後の研究でも検討する必要があると考えられる(PA)。 

 John と Doug(2024)は，アメリカ合衆国での COVID-19 パンデミックと児童生徒の学校への

関わりの関係性に関するデータに基づくエビデンスを調査することにより，学校や学区の応用

研究と理論研究に貢献しようとしている。ここでは，多次元の児童生徒の学校への関わりに関

する質問票(SOS-Q)を用いて評価された児童生徒の学校への関わりに関するトレンドデータを

取り上げている。SOS-Q は，当初，中途退学の理由をよりよく理解するために開発され，より

広範囲の児童生徒と学校の関わりのダイナミクスを説明できるように拡張された。児童生徒の

学校への関わりが主要な外部要因によってどのように影響を受けるかを示し，個人とコホート

の両方の心理的サポートを強化する包括的な児童生徒の情報および評価システムに貴重な非認

知的または情緒的な尺度を統合することの価値を示している。今後の継続研究にも目を向けて



いきたい(ERIC)。 

 Asanjarani(2024)らは，オンライン学習における学校疎外感尺度(SAOSS)の開発と検証につい

て報告している。オンライン学習における学校疎外感は，学校への帰属意識とは対照的に概念

化されており，特に COVID-19 パンデミックにより強制されたオンライン学習中に，学齢期の

子どもたちの最小限の参加，教育上の利益の減少，および中途退学の主な理由となっている。

ここでは，3 つの段階の研究として構成されている。最初の研究では，項目の生成と分析が行

われ，最初の分析の後，ツールから 13 項目が保持されることになった。2 番目の研究では，探

索的因子分析が行われ，主成分分析(PCA)から 2 つの因子が浮かび上がっている。3 番目の研

究では，イランの都市部の 7～9 年生の 317 人の生徒の対象者を用いて，SAOSS の確認的因子

分析を調査研究している。SAOSS は，研究者，スクールカウンセラー，心理学者，政策立案者，

および利害関係者にとって重要な意味を持つと筆者らは考えている。理論，実践，および将来

の研究への影響について検討しているが，単年度の研究であり，この後の継続研究についても

目を向けていきたい(PA)。 

 Naruho(2024)は，ネパールの児童の縦断データを用いて，中途退学，留年，入学年齢などの

中途退学の原因との関係を調査し，持続可能な開発目標 4(SDG4)「質の高い教育をみんなに」

のターゲットの 1 つであるネパールの基礎教育修了率を改善するための具体的な提言を導き出

すことを目的に研究を行っている。この研究のデータは，対象校に保管されている学校記録，

家庭訪問調査，校長および教師へのインタビューから得られている。卒業生と中途退学者の留

年経験と留年の頻度を比較した後に，個々の児童生徒の中途退学の形態を分析している。その

後に，留年と入学年齢が児童生徒の学校教育に及ぼす影響を調査している。結果から，留年せ

ずに中途退学した大規模なグループが特定され，中途退学直前に留年した児童生徒はわずか

15.9%であった。開発途上国のネパールでは縦断的データの収集が難しく，そのようなデータ

を使用する研究はほとんどないと考えている。教育へのアクセスの問題は，COVID-19 パンデ

ミックによって再燃しており，縦断的データを使用して，児童生徒の中途退学の形態を徹底的

に分析し，SDG4 の達成に貢献する具体的な課題を取り上げているが，ネパールでの取り組み

についても目を向けていきたい(ERIC)。 

 Anil(2024)によれば，2009 年から 2022 年でのトルコの教育システム(TES)における様々な教

育レベルでの中途退学の理由を調査研究している。ここでは，体系的なデータ分析手法を用い，

研究の目的に適した 47 件の研究が内容分析によって分析された。合計 290 のコーディングプロ

セスが実行された。結果から，TES の初等教育における中途退学の主な要因として家族要因が

浮上することを示唆している。家族の経済状況の不十分さと教育への関心の低さが影響してい

た。高校レベルでは，生徒の学業不振，欠席，仲間からのプレッシャー，家族の無関心が中途

退学の原因となっていた。高等教育では，学習者が新しい社会環境に適応する際に経験する困

難，学業不振，経済問題，選択した学科への不適合という考えが，中途退学の原因の 1 つであ

ると考えている。もう一方のグループでは，中途退学の理由は学業不振，経済的困難，早婚，



学校嫌い，家族の無関心，友人グループの悪影響，学校に対する無関心と判断されている。ト

ルコの中途退学の理由についての文献の概観を行っている。(ERIC)。 

  Bong ら(2024)によれば，高い学校からの離脱率や中途退学率，低い関与の状況は，オンライ

ン教育者にとって大きな懸念事項となっており，COVID-19 パンデミック中のオンライン学習

環境における女子高校生の認知的関与と学校からの離脱を，自己決定理論の基本的心理的欲求

の観点から検討している。235 人の韓国の女子高校生を対象に，テクノロジー自己効力感とい

う追加因子を含む，コンピテンス欲求の媒介役割を強調する拡張型二重過程動機づけ媒介モデ

ルを調査研究している。構造式モデリングの結果は，提案モデルのエビデンスを示していると

考えている。調査結果は，外生変数(知覚された自律性サポート，知覚された教師のコントロー

ル，テクノロジー自己効力感)が，コンピテンス欲求の満足とコンピテンス欲求のフラストレー

ションの媒介役割を伴う認知的関与と学校からの離脱を予測することを示していた。結果から，

(a)「自律性支援‐コンピテンス欲求能力満足度‐認知的関与」，(b)「教師によるコントロー

ル‐コンピテンス欲求フラストレーション‐認知的離脱」，(c)「テクノロジー自己効力感‐コ

ンピテンス欲求満足度‐認知的関与」，(d)「テクノロジー自己効力感‐コンピテンス欲求フラ

ストレーション（負の影響）‐認知的離脱」というプロセスが見いだされた。オンライン学習

環境において，高校生のコンピテンス欲求を満たすために自律性支援戦略を活用することを示

していると考えている。オンライン学習環境において，テクノロジー自己効力感が心理的コン

ピテンス欲求，認知的関与，認知的離脱に影響を与える可能性があることも見いだしている

(PA)。 

 P.Putrik ら(2024)によれば，早期の中途退学は，経済的，社会的，個人的な問題であり，児

童期にわたって起こる多くの累積的な過程の結果である。教育レベルは健康結果に影響を及ぼ

すにもかかわらず，学校環境以外での中途退学の一次予防はまれであり，オランダでは，ユー

ス ヘルスケア(YHC)サービスが中途退学の一次予防に役割を果たしている可能性があると考

えている。YHC が収集した家族背景と 10 歳と 14 歳の時点での Strength and Difficulties 

Questionnaire(SDQ)スコアのデータが，中途退学を予測するのに役立つという仮説を立て，1996

年から 2001 年にかけて生まれた 24,988 人の子どものオランダ YHC データを分析し，早期の中

途退学が，17 歳までに卒業証書を取得せずに中途退学をしたことと定義している。10 歳と 14

歳の時点で測定された予測変数を用いて，2 つのマルチレベル ロジスティック回帰モデルを構

築した。モデルの性能は ROC 曲線を用いて評価した。その結果，10 歳および 14 歳における子

どもの SDQ スコアは，性別および親の社会経済的地位に加えて，早期の中途退学の強力な予測

因子であることが示された。モデルは中程度の予測性能を示していた(ROC 値はそれぞれ

0.70/0.69)。結論として，提案された予測モデルは，日常的に収集される少数の社会人口統計学

的因子と SDQ スコアに基づいている。これらのモデルは，10 歳という早期から YHC によるリ

スク層別化に貢献できるとしている。このことは，学校への関与を強化するための介入の機会

を提供する。YHC で利用可能な予測因子セット(例としては学業成績)を拡大するためのさらな



る研究と実践的な取り組みにより，この予測の質が向上することが期待される(ERIC)。 

 Van Den Berghe ら(2024)によれば，ベルギーを含めて，世界中で，移民を背景とする生徒は，

学校からの早期離脱者の統計において過剰に代表とされている。教育格差は，多くの場合，教

育成果を阻害する主な障壁として文化に帰せられてきている。このグループは潜在的な中途退

学者とみなされる傾向があり，スティグマ化やステレオタイプ化といった偏見に繋がる。ここ

では，支援従事者の視点を，影響要因を明らかにする 15 のケースの詳細なインタビューを用い

て評価している。その結果，多くの生徒にとって，彼らが直面する多くの困難や構造的な障壁

を考えると，「教育は二の次になり得る」ことが明らかになった。移民を背景とする生徒が教

育を通して直面する課題について，より包括的な視点を持つ必要性があると考える。事例とし

ては 15 件と少ないが，目を向けていく必要のある内容であると考えるので取り上げた(PA)。 

  de Oliveira ら(2024)によれば，ブラジルは，高等学校中途退学率をはじめとする重大な教育

課題に直面している。初等・中等教育における中途退学現象に関わる個人(I)，家族(F)，学校

(S)の要因を目的に調査研究を行っている。ブラジル南東部の公立学校に通う小学 5 年生と 9

年生，中等教育学校 3 年生の合計 104,011 人が参加している。社会人口統計学的データに加え，

職業的関心(I)，校内暴力(S)，家庭内暴力(F)に関する情報も収集している。5 年生で 68%，9

年生で 58%，3 年生で 59%の精度で中途退学を予測できる 3 つのモデルが，調査研究から開発

された。保護者の学校満足度，家族収入，在学期間，数学の成績などが，主な要因として浮か

び上がってきた。本研究は，中途退学対策や生徒の就学継続のための政策立案に重要な情報を

提供していると考えている(PA)。 

  Lindsey と Nazik(2024)によれば，慢性的な不登校は，生徒の学業成績や学校への関心の低下

につながる可能性がある。また，中途退学のリスク要因でもあり，中途退学は多くの長期的な

健康への影響と関連している。この報告書は，2022 年アメリカ合衆国の全国健康インタビュー

調査(NHIS)のデータを用いて，病気，怪我，または障害により慢性的な不登校を経験した 5～

17 歳の児童生徒の割合を，社会人口統計学的要因と健康要因別に示している。全文の閲覧が可

能で，数値的なデータを参照する必要がある場合には活用できる資料である(ERIC)。 

 Roldán ら(2024)によれば，スペインの学校において，早期の中途退学は深刻な問題となって

いる。学業不振に直面すると，生徒の有能感や自尊心が影響を受ける可能性がある。ここでは，

早期の中途退学の意思についての自己防衛戦略の役割について，セルフ・ハンディキャッピン

グ，自己肯定感，防衛的悲観主義に焦点を当てて検討している。スペイン，ガリシア州の義務

中等教育学校 2 年生と 3 年生の生徒 570 名が参加している。自己防衛戦略の評価には，自己防

衛動機づけ戦略質問票(EMAP;Rodriguez,2000)を用いた。自己防衛戦略と中途退学の意思との関

係性を調査するために，分散分析とロジスティック回帰分析を行った。セルフ・ハンディキャ

ッピングと中途退学の意思の間には強い相関関係が認められ，セルフ・ハンディキャッピング

がこの意思の重要な予測因子であることが示された。自己肯定感と中途退学の意図の関係は，

この戦略が常に学校への関与に有益であるという考えに疑問を投げかけるものである。これら



の結果から，中途退学を防ぐための教育的介入において，自己防衛戦略への対処が重要である

と考えられる(PA)。 

 Rafael(2024)によれば，持続可能な開発目標(SDG)4 のターゲット 4.1 は，2030 年までに，す

べての子どもが男女の区別なく，適切かつ効果的な学習成果をもたらす，無償かつ公正で質の

高い初等教育及び中等教育を修了できるようにすることを目指している。モザンビークでは，

68%の青年男女が初等教育を修了しておらず，女子の修了率は男子に比べて一貫して低い状況

である。ここでは，2021 年に実施されたモザンビークの中途退学者長期評価(ALDE)の第 3 ラ

ウンドの結果を示している。2018 年と 2019 年に実施された前回の評価以降の就学，成績，中

途退学の傾向を調査している。この概要では，都市部と農村部，モザンビークのさまざまな地

域，男女間の生徒間の違いなどの要因を検討している。調査結果によると，2018 年から 2019

年にかけて中途退学した生徒のかなりの割合が 2021 年までに復学し，復学の可能性は高まって

いるが，課題は依然として残っており，高学年の生徒は復学の困難さに直面している。モザン

ビークの小学校中途退学率に効果的に対処するには，女子生徒への支援，通学時間の短縮，学

校長(director)の出席率向上，教科書や学校給食などのリソースへのアクセス向上など，様々な

要素を考慮した包括的かつ多面的なアプローチが必要であると考えられる。モザンビークの教

育システムの質と効率性を向上させるための提言も示されている。2021 年の時点でのモザンビ

ークでの状況を把握する参考になると考える(ERIC)。 

 

 3   school phobia に関する研究の概観 

  school phobia をキーワードに持つ文献は 177 件であり，さらに COVID-19 と関連するものは

17 件である。これらのうち，関連の考えられる 8 件について概観することにする。ERIC では 

3 件のうち 1 件，APA PsycInfo では 174 件のうち 7 件を取り上げる。国別では，フランス 2 件，

スペインが 2 件(うち 1 件は school refusal で取り扱う)，英国が 1 件，スウェーデンが 1 件，中

国が 1 件，日本が 1 件，オーストラリアが 1 件である。 

 José ら(2024)によれば，不安や学校恐怖症は，児童期に比較的よく見られる。心理学や教育

の専門家は，学校での不安をスクリーニングする評価手段が必要である。ここでは，初等教育

のための学校不安評価尺度(SAI-PE)得点の信頼性と妥当性のエビデンスの開発，適応，調査す

ることを目的として研究を行っている。ランダムクラスターサンプリングを用いて，公立およ

び共同学校から，年齢 8～12 歳(平均年齢=10.03 歳，SD=1.25）の，51.7％が女子のスペインの

児童 843 人の対象者を選択した。SAI-PE 得点の内容妥当性は，専門家の判断と，児童による評

価項目の理解度評価を通じて分析された。探索的因子分析と確認的因子分析により，SAI-PE 得

点の妥当性が裏付けられた。結果から，不安反応得点(認知，精神生理，行動)と学校状況得点(学

校での罰，被害，社会的，学業的評価)の多因子構造が明らかになった。この研究の結論は，学

校不安などの情緒的反応の複雑さを評価し，早期発見を促し，学校での予防プログラムや治療

プログラムの有効性を評価する手段の重要性を強調している。（ERIC）。 



 Sawyer ら(2024)によれば，英国では情緒による不登校(EBSNA)は，1～2％の児童や青年男

女(CYP)に影響を与えると考えられており，学校に通う見通しに対する深刻な情緒的動揺とし

て現れると考えられている。ここでは，EBSNA に関する親の経験をさらに理解し，専門家の

理解と支援を強化することを目的に研究を行っている。「解決志向」の探索的定性的デザイン

を採用したこの現象学的研究では，成功した EBSNA 支援の回顧的経験を収集し，この困難を

経験している子どもや家族を支援する際に「何が効果的か」を明らかにすることを目指してい

た。参加者は 5 つの半構造化面接を行い，筆記を記録したトランスクリプトが再帰的主題分析

を用いて分析された。生成されたテーマは，親がアクセスするさまざまな形式の支援への洞察

を提供し，課題と成功の経験から生じる潜在的な改善領域，および COVID-19 パンデミックか

ら学んだ教訓を特定した。保護者の支援，CYP の帰属意識の促進，保護者の参加と情報提供，

EBSNA の認知度向上，外部専門家へのアクセス，COVID-19 から学んだ教訓というテーマが，

専門職実践の枠組み(SPIRAL)として提示されており，EBSNA を経験している家族に支援を提

供する学校や地方自治体にとって実用的な意味があると考えられる。COVID-19 後の対応の検

討につながると考える(PA)。 

  Li,Anne ら(2024)によれば，登校拒否(SR)は，一般的に登校と時間的に関連する身体症状を

伴っている。腹痛，頭痛，嘔吐，筋骨格痛は頻繁に発生するが，通常，身体疾患によって引き

起こされるものではない。登校拒否の人たち，親，医療従事者は，これらの障害となる症状に

困惑することがよくある。この質的研究では，登校拒否の人たちとその親の両方を含む集団の

身体症状を評価している。これらの衰弱させる症状の管理での経験と戦略をよりよく理解する

ことを目指し，これらの症状の経過と，この集団に対する行動上の結果も調査研究している。

パリの総合青少年ヘルスケアユニット内と，登校拒否の人たちのケアを改善しているフランス

の親主導のサポートグループの両方で定性的な面接を COVID-19 パンデミックの期間中に実施

している。6〜21 歳の SR の若者 19 人と親 20 人に面接を行った。グラウンデッド・セオリーを

用いて，(1)身体症状の 4 つの段階の経過(中途退学の状況での出現，対処，危機，消失)，(2)

患者の情緒状態を示す症状の解体，(3)セルフケアの実践と情緒および身体への意識の向上によ

る症状の管理という 3 つのテーマが特定されている。幼少期に同様の症状を呈したことがある

親の中には，家族に共通する情緒的感覚的感受性の高まりが原因の可能性を挙げた人もいた。

調査結果から，SR における身体症状は患者の情緒状態への洞察を与えることが示唆された。身

体症状を対象とした心理療法は，学校や医療現場での情緒リテラシーの向上を目的とした教育

コンテンツとともに，SR では，さらに評価されるべきであると考えられる。Li,Anne らの研究

は，昨年に引き続く研究として取り扱うこととした。(PA)。 

 Strömbeck ら(2024)によれば，登校上の問題(SAP)は性質上多様であるため，介入前に厳密な

評価が必要である。登校上の問題目録(ISAP)は，SAP の包括的な評価をサポートする新しいツ

ールで，スウェーデン版 ISAP の初めての評価である。ISAP，改訂版登校拒否評価尺度(SRAS-R)，

強さと困難さの質問票(SDQ)を含むウェブ調査を，スウェーデンのコミュニティサンプルの



399 人の 12～16 歳の中学生に実施した。横断的デザインを用い，確認的因子分析(CFA)を用い

てスウェーデン版 ISAP の因子構造を調査した。さらに，Cronbach のα･ω合計を用いて内的一

貫性を評価し，ISAP を SRAS-R および SDQ のサブスケールと比較することで収束妥当性を評

価した。因子分析により，予測された 13 因子モデルが支持された。χ二乗検定では有意な不適

合が示されたものの，その他の適合指標は適切なモデル適合を示唆していた。このサンプルで

は，ほとんどの尺度において十分な内的一貫性が認められた。ISAP 因子と関連構成概念間の相

関は概ね大きく，正の相関を示していた。全体として，これらの知見はスウェーデン版 ISAP

の信頼性と妥当性を支持するものであり，コミュニティサンプルでの生徒の SAP を理解する有

用なツールとなる可能性を示唆していた。臨床サンプルへの適用性については，さらなる研究

が必要であると考えられる(PA)。 

 Feng ら(2024)によれば，COVID-19 パンデミック後の時代での身体活動と青年男女のメンタ

ルヘルスとの関係をより深く理解するために，自尊心と社会不安を媒介変数として用い，身体

活動が青年男女のメンタルヘルスに影響を与える潜在的なメカニズムを調査研究している。

HELP-II 健康促進ライフスタイル尺度，SPIN 社会恐怖症尺度，自尊心尺度，10 項目の Kessler

心理的苦痛尺度を用いて，400 人の中国の中等学校の生徒に質問票を実施し，SPSS26.0 と

PROCESS3.3 を用いてデータ処理をしている。調査結果から，(1)身体活動がメンタルヘルスと

有意に正の相関があること，(2)自尊心と社会不安が，それぞれ身体活動と青年男女のメンタル

ヘルスの間で完全に媒介する役割を果たしていること，(3)自尊心と社会不安が，身体活動と青

年男女のメンタルヘルスの間で連鎖的に媒介する役割を果たしていることを示していた。結論

として，COVID-19 パンデミック後の時代での身体活動と青年男女のメンタルヘルスの関係と

その影響メカニズムが示され，身体活動，自尊心，社会不安に対する適切な介入が，青年男女

のメンタルヘルスに有益である可能性があると考えられる。自尊心が青年男女のメンタルヘル

スを保護する役割は今後の研究の対象と考えられ，COVID-19 と青年男女のメンタルヘルスの

関連性についても，今後の継続した調査研究が求められると考えられる。(PA)。 

  Kawazu ら(2024)によれば，登校拒否は子どものメンタルヘルスにおける深刻な問題のひと

つであり，さまざまな研究が児童生徒における登校拒否の有病率や要因を調査してきている。

多くの研究は不安や抑うつが登校拒否に深く関連していることを示唆しているが，効果的な介

入についてはほとんど合意が得られていない。登校拒否の子どもに対するマインドフルネスヨ

ガ介入の有効性と安全性を評価することを目的に研究を行っている。ここでは，多施設共同，

探索的，オープンクラスターランダム化比較試験を実施した。10～15 歳の登校拒否の参加者 43

名が，自己モニタリングに基づく認知行動療法を含む通常の治療(TAU)を受ける非ヨガ群，ま

たはビデオセッションによる 4週間のマインドフルネスヨガプログラム＋TAUのヨガ群に無作

為に割り振られた。主要評価項目は，Spence 児童不安尺度(SCAS-C)によって評価された不安

症状であった。参加者は，ベースライン 2 週間前，ベースライン(1 日目），4 週間の治療後の

事後テスト（29 日目），8 週間のフォローアップ(85 日目)の 4 つの期間で評価された。統計分



析は，SAS バージョン 9.4 を用いて線形混合効果モデルによって実施された。その結果，43 人

の参加者がフル解析セット(FAS)に含まれた(マインドフルネスヨガグループ 21 人，非ヨガグ

ループ 22 人)。各治療グループのベースライン値で調整された事後テストでの SCAS-C の推定

値は，マインドフルネスヨガグループで 39.9，非ヨガグループで 39.4 であった。推定値のグル

ープ間差は 0.4(80％CI-4.8～-5.6，p=0.54）であり，マインドフルネスヨガプログラムは，TAU

と比較して不安に対して有意な効果がないことを示していた。しかしながら，SCAS-C のサブ

スケールの探索的解析では，「身体的外傷恐怖」サブスケールにおいて有意な改善が認められ

た。ヨガ群の脈拍数は，ヨガ非実施群と比較して有意に低下した。結論として，登校拒否の児

童生徒に対するマインドフルネスヨガ介入の安全性を示唆していたが，不安に対する介入の効

果は限定的であった。ヨガの長期的な効果，他の療法との最適な統合方法を明らかにするには，

さらなる研究が必要であり，今後の継続研究にも目を向けていきたい(PA)。 

  Cleary ら(2024)によれば，自閉症の児童生徒は，中途退学，停学，非公式の停学，入学拒否，

登校拒否など，学校から排除される割合が高い。こうした排除は，感覚や認知の過負荷，教師

の神経多様性研修不足，学校での児童生徒の安全感の欠如，自閉症の児童生徒の学校へのイン

クルージョンに対する態度の悪さなど，さまざまな要因から起こる可能性がある。こうした排

除が親に及ぼす影響は，物流，経済，心理的なものに及び，メンタルヘルス上の結果もさまざ

まである。このオーストラリアでの定性的な研究では，自閉症の児童生徒の親 7 人のケース 

スタディと，学校排除に対処するための親の提言をまとめた 4 つのテーマを提示している。調

査結果から，親は，子どもに適切な学校を見つけること，子どものニーズを満たすために教職

員と協力すること，子どもが排除されたときに仕事やその他の責任を維持しようとする際にス

トレスを感じることが明らかになった。7 件のケーススタディではあるが，保護者は，教育制

度による自閉症のより一層の受容，より良いコミュニケーションと神経多様性言語の使用，柔

軟な学習の選択肢，学校による生徒への個別支援が必要であると考えられる(PA)。 

 Snegaroff(2024)らによれば、フランスの青年期の不安を伴う登校拒否に焦点を当てたマル

チファミリーセラピーに参加した親の経験を調査することを目的に研究を行っている。31 回

の面接の現象学的質的分析から、3 つのテーマが明らかになり、最初のテーマは、マルチフ

ァミリーセラピーの有効性とプロセスが、多方向性の同一視に依存していることを示し、「自

分を比較し、他者の中に自分を認識する」、「違いを引き出す」、「スポークスパーソンと

しての他者」という 3 つのサブテーマが展開されていた。2 番目のテーマは、マルチファミ

リーセラピーに代表される感情の旅であり、「ストレス下にある親」、「親の苦悩を表現す

る場としてのマルチファミリーセラピー」、「恐怖症症状への曝露の場としてのマルチファ

ミリーセラピー」という 3 つのサブテーマを中心に展開された。第三のテーマは、マルチフ

ァミリーセラピーによって促進される家族関係の再構築に焦点を当て、新たな親の表象の出

現と、修正された親の役割の再適応による親の再配置という 2 つのサブテーマを含んでいた。

これらの結果は、不安を伴う登校拒否によって停滞した青年期のプロセスを再開すること、



親の表象の進化、親による学校との関係の再評価、傷ついた親子関係の修復、青年期の不安

を伴う登校拒否に焦点を当てたマルチファミリーセラピーの特異性という、いくつかの考察

の方向性と関連して論じられている(PA)。 

 

 4  school refusal に関する文献 

 school refusal をキーワードに持つ文献は 107 件であり，さらに COVID-19 に関連するものは

8 件である。これらのうち，関連の考えられる 13 件について概観することにする。ERIC では 

14 件のうち 8 件，APA PsycInfo では，93 件のうち 5 件を取り上げる。国別では，英国が 4 件，

アメリカ合衆国が 2 件，フランスが 2 件(うち 1 件は school attendance で取り扱う)，中国が 2

件，スペインが 1 件(school phobia と重複)，アルジェリアが 1 件，オランダが 1 件，イランが

1 件である。 

 Vasiliki ら(2024)は，英国で COVID-19 が始まってから約 1 年後に，知的障害や自閉症などの

神経発達障害のある 5～15 歳の子ども 1,076 人の欠席を調査研究することを目的に研究を行っ

ている。保護者は，2021 年 5 月に子どもが学校を欠席したかどうか，それぞれの欠席理由を示

すオンライン調査に回答し，多変量回帰モデルにより，欠席と欠席の種類に関連する子ども，

家族，学校の変数を調査し，登校の障壁と促進要因に関する定性データを収集している。2021

年 5 月中に，32％の子どもが登校日数の 10%の欠席である恒常的な欠席を示していた。最も頻

繁な欠席の種類は，登校拒否と健康状態不良による欠席で，それぞれ欠席日数の 37％と 22％を

占めていた。COVID-19 関連の欠席は欠席日数の 11％であった。子どもの不安は，全体的な欠

席や登校拒否による欠席日数と関連していた。親のパンデミックに対する不安と子どもの行動

上の問題は，欠席とは関連していなかった。多動性は，欠席や登校拒否のレベルは低く，出席

停止のレベルが高いことと関連していた。親と教師の良好な関係は，欠席，登校拒否，出席停

止のレベルが低いことと関連していた。子どもの学校で満たされていないニーズは，登校を妨

げる障壁として最も頻繁に報告されたが，COVID-19 は最も報告頻度の低い障壁の 1 つであっ

た。この期間中，COVID-19 は登校問題に限定的な影響を及ぼしていた。調査結果は，さまざ

まな種類の欠席における子どものメンタルヘルスの役割と，親と教師の良好な関係が保護的な

役割を果たす可能性が高いことを浮き彫りにしていた。今後の感染症でも学校と保護者との関

係と対応にもつながるものであると考える(ERIC)。 

 Claire(2024)によれば，教育におけるメンタルヘルス支援を強化することで，児童青年男女

(CYP)のメンタルヘルスを改善するという英国政府の取り組みは，近年注目を集めている。こ

の新たな焦点は，COVID-19 の余波を受けて現れ，パンデミックによるメンタルヘルスへの影

響の修復に大きく基づいている。パンデミック後の登校拒否は過去最高を記録しており，パン

デミック後に CYP の長期欠席に目を向けられたことで，「学習の損失」が解決すべき急成長中

の課題として浮き彫りになったと考えている。教育システムが児童青年男女のために機能する

ためには，現在彼らにとって機能していないことに耳を傾け，それに応じて行動する必要があ



るという見解に沿って，児童青年男女の声を前面に押し出している。日本でも，児童生徒の不

登校の数が増加傾向にあることから，英国の状況についても，目を向けていきたい(ERIC)。 

 Hamilton(2024)によれば，COVID-19 パンデミックのピーク時に実施されたロックダウンに

より，世界中で学校閉鎖が長期化し，多くの国で登校率がパンデミック前の水準まで回復して

いない。英国では，10 年以上にわたり子どもや若者のメンタルヘルスのニーズが高まっている

中，教育指導者らが，パンデミック後の児童生徒の不安の増加と慢性的な欠席の両方について

懸念を表明している。ここでは，(a)感情に基づく登校回避(EBSA)の概念化，(b)学校に通うこ

とに心理的障壁を感じている子どもや若者を支援するための戦略の特定を目的とした叙述的レ

ビューを提示している。少数の児童生徒が学校を敵対的な環境として経験する根本的な理由を

探り，特に主流となっている環境における神経発達障害のある児童生徒の学校での体験に関す

る研究結果を例として挙げている。帰属意識と主体性の心理的構成が，変化の潜在的なメカニ

ズムとして議論されている。最後に，複数の支援システムの枠組みを活用し，EBSA に対処す

るための心理学的情報に基づいた戦略を検討している。EBSA を体験している児童生徒の欠席

を減らし，恵まれない集団での教育格差の悪化を避けるためには，登校に対する心理的障壁を

理解し，児童生徒やその家族と協力して思いやりを持って解決策に取り組むことが不可欠であ

ると考えられる。今後も目を向けていきたい(PA)。 

 María ら(2024)によれば，登校拒否は深刻な問題であり，児童生徒の学業成績，学校とのつ

ながり，社会的・感情的な幸福に悪影響を及ぼす。多くの科学的研究により，登校拒否は内面

化の問題に関連していることが示唆されているが，この症状が，知覚された学業上の自己効力

感などの特定の学業変数にどのように影響するかを判断する必要があると考えている。Kearney

と Silverman の機能モデル(1990)に従って登校拒否プロファイルを特定すること，識別された

学業上の自己効力感のプロファイルに基づいて平均値の差を分析すること，登校拒否が知覚さ

れた学業上の自己効力感に及ぼす予測能力を判断するという 3 つの目的で研究を行っている。

研究の参加者は，13～17 歳の平均年齢 15.24 歳の女性が 56.8%のスペインの生徒 2,357 名で構

成されている(SD=1.26)。対象者には，改訂版登校拒否評価尺度 (SRAS-R)と学業状況別自己

効力感尺度(ASSPSE)が実施された。潜在プロファイル分析を用いて，不登校の 3 つのプロフ

ァイルが特定され，学業自己効力感の次元を用いてこれらのプロファイルの差別的機能が決定

された。登校拒否の混合プロファイルは，学業自己効力感の次元で最低の平均スコアを獲得し

た。この結果は，青年男女の登校上の問題を防ぐために，学業自己効力感の認識を高めること

の重要性に関して論じられている。SRAS-R を用いた継続研究の一つとして取り上げた。school 

phobia とも関連するが，refusal で取り扱う(ERIC)。 

 Coleman ら(2024)によれば，COVID-19 のようなパンデミックは，予防行動の促進，ワクチ

ン接種，リスクに関する国民教育において，公衆衛生コミュニケーションでの極めて大きな課

題を突きつけている。ここでは，英国保健安全保障庁(UKHSA)の支援を受け，市場調査と学術

専門家の協力を得て，英国の住民を対象としたセグメント化の取り組みについて報告している。



2022 年 1 月 4 日から 24 日にかけて，市場調査のオプトインパネルを用いて，英国において 5,525

人(本分析では 5,178 人)を対象に横断的オンライン調査が実施された。インターネットやスマ

ートフォンを利用できない人々を対象に，105 件の電話インタビューが実施された。対象者は

人口統計学的に代表性を持つよう，割当抽出された。7 つのセグメントが特定され，高いレベ

ルの遵守傾向にある明確に異なるグループと，比較的低いレベルの遵守傾向にある複数のグル

ープが含まれていた。セグメントは，人口統計学的，態度，行動，情報源への信頼，好まれる

コミュニケーション チャンネルの明確なパターンによって特徴づけられた。管理上の意味合い

に関しては，各セグメントに対して異なるコミュニケーション戦略が提案され，公衆衛生コミ

ュニケーションの対象者を理解するための豊富なセグメンテーション記述の利点を示していた。

使用された方法の長所と短所が論じられており，今後の取り組みについても目を向けていきた

い(PA)。 

 Nedjem(2024)らによれば，登校拒否評価(SCREEN)アラビア語版は青年男女の学校に対する

強い否定的な感情と不安を理解することを目的とし，アルジェリアの 658 人と 485 人の 2 つの

独立したコミュニティサンプルを用いた 12～16 歳の中学生の生徒サンプルによる，検証と交差

検証の 2 つの研究がデザインされ，内部構造，内部一貫性，信頼性，および概念的に関連する

構成概念との関係に基づくエビデンスを提示している。確認的因子分析では，SCREEN の 4 因

子ではなく 3 因子の潜在構造が確認された。SCREEN スコアは良好な信頼性を示し，生徒の不

安に関連する情緒障害および全般不安症と有意かつ正の相関関係を示していた。結論として，

この研究結果は，登校拒否の尺度としての SCREEN アラビア語版の妥当性のエビデンスを提供

し，研究および臨床の場で利用できる可能性があることを示していると考えている(ERIC)。 

 Escoffier ら(2024)によれば，登校拒否(SR)は現在，根本的な病因を調べるべき症状とみなさ

れている。仲間との交流の難しさ，いじめ，不安の併存疾患は，自閉症児の就学を妨げる可能

性がある。ここでの概観の目的は，SR に関する研究の現状と自閉スペクトラム症(ASD)との関

連性を一覧にすることを目的に研究の概観を行っている。スコーピングレビュー(4 つのデータ

ベースでキーワード「登校拒否」)により，27 件の文献を対象とすることができた。これらの

文献は ASD の問題を取り上げたり，SR の根底にある病因を具体的に研究したりしていた。自

閉症患者を調査した文献では，SR が通常はいじめによる欠席の主な原因であることを証明して

いた。別の文献では，診断が下される前であっても，SR の状況での識別と学校ベースの介入の

重要性を喚起していた。SR に関連する病因に関する文献は，不安障害と抑うつ状態に焦点を当

てていた。 SR と ASD の関連性を主張する論文はわずか 4 件で，これらの障害の早期発見と

SR対策のための教育制度の適応の重要性を強調していた。SR児におけるASDの特定と診断は，

SR 児における ASD の有病率を明らかにするための今後の研究課題となるべきであると考えて

いる。手法としては，文献の概観という同様の手法を取っているので，参考に取り上げた(PA)。 

 Christina ら(2024)によれば，登校拒否(SR)に関する研究において，パーソナリティへの注目

はほとんど見られなかった。ここでは，オランダの登校拒否プログラムに参加し，認知行動療



法(CBT)を受けている 41 名の青年男女のパーソナリティ特性を検証している。特性は，ミネソ

タ多面人格目録(青年期用)に基づく臨床尺度と 2 段階コードタイプを用いて評価されている。

治療後および 1 年後の追跡調査において，パーソナリティ特性が治療結果に及ぼす影響を検証

している。治療前においては，10 の臨床尺度のうち 8 つが，標準群と比較して「高い～非常に

高い」範囲に不均衡に偏っていた。社会的内向性と抑うつ症状は標準群と比較して有意に増加

しており，青年男女の約半数がコードタイプ 2-3/3-2(抑うつ/ヒステリー)または 2-0/0-2(抑うつ

/社会的内向性)に特徴づけられた。2-0/0-2 コードタイプを特徴とする青年男女は，治療後に治

療反応を示す可能性がほぼ 2 倍(オッズ比 1.78)であった。追跡調査においては，パーソナリテ

ィ特性と治療結果の間に関連は認められなかった。41 名とサンプル数が少ないため，ここで得

られた知見の一般化には限界があると考えられる。結果が再現されれば，SR の CBT マニュア

ルで推奨されている介入を採用する際に，パーソナリティ特性は治療を個別化するための有用

な指標となる可能性があると考えられる(ERIC)。 

 Stephanie ら(2024)は，部分入院プログラム(PHP)入院前の 1 ヶ月間での，13 歳から 18 歳ま

でのアメリカ合衆国の青年男女 91 名における登校拒否(SR)行動を，新たな指標を用いて記述

している。青年男女は様々な SR 行動を示していた。4 分の 3(77%)が少なくとも 2 日間学校を

欠席し，約 3 分の 1(29%)が PHP 入院前の 1 ヶ月間ずっと学校を欠席していたと回答していた。

学校に通っていたと回答した青年男女のうち，36%が早退，55%が教室を離れ，59%が PHP 入

院前の 1 ヶ月間に「少なくとも」「少し」または 2 日間遅刻したと回答していた。学校を欠席

している間，友人と過ごしたり宿題をしたりしていたと回答した青年男女はほとんどいなかっ

た。さらに，青年男女が学校に通うことにどの程度苦労していたか，校外の時間にどのように

過ごしていたかについての保護者と青年男女の認識の一致率は，低から中程度(r=0.14-0.52)で

あった。このことから，学校介入質問票(SIQ)が既存の SR の方法を補完し，潜在的な正と負の

強化要因を特定することで SR 行動の頻度と種類，認識される影響，介入の対象に関する記述

情報を提供できることを示している。病院での治療介入を前提とした取り組みであり，今後の

入院中，入院後の取り組みについての研究についても目を向けていきたい。(ERIC)。 

 Moira ら(2024)によれば，ライフコース理論では，転校は，子ども，家族，学校の要因に応

じて，学業成績や幸福度の軌跡を中断させる可能性があると主張している。階層回帰分析によ

り，自閉症特性が転校結果とどのように関連しているかが検証された。自閉症特性は，生活の

質(QOL)の分散の 12%，精神的健康の分散の 24%，学校帰属の分散の 9%を説明していた。自

閉症特性を考慮すると，性別は QOL の変化の有意な予測因子であったのに対し，学校帰属の

変化は認知機能，親の教育，就学，登校拒否によって予測された。転校後の精神的健康の変化

は，主に家族構成，家族機能，親の教育などの家族要因によって予測されたが，睡眠上の問題

によっても有意に予測された。対象者数が示されていないが，自閉症特性と転校の関連の視点

としての取り扱いを行っているということで取り上げた(ERIC)。 

 Liu ら(2024)によれば，学校関係者が登校拒否の事例を特定し，介入する際により適切に指



導できるように，ネットワーク分析を用いて，青年男女での中核症状を調査し，さまざまな生

態学的要因がこれらの特性に与える影響を調査研究している。中国の平均年齢 13.55 歳の男子

が 48.11%の中学生 910 人が参加し，登校拒否とその関連要因に関する質問紙での調査に回答し

ている。ラッソ回帰(LASSO)法を用いて，登校拒否のネットワーク特性と，生態学的要因が登

校拒否の中核特性に及ぼす潜在的な影響を調査している。(1)中国人中学生の登校拒否の中核特

性は「勉強を負担に思う」，「勉強を避ける方法をよく探す」，「勉強すると内心緊張したり

不安になったりする」ということであり，性別の一貫性が見られた。(2)中国の中学生の登校拒

否の中核的特徴に影響を与える根本的な生態学的要因には，男女間で有意な差があった。具体

的には，男子生徒の登校拒否は，親の学業への関与や教師の期待とより関連していた。親の学

業への関与や教師の期待が高ければ高いほど，男子生徒の登校拒否は低かった。一方，女子生

徒の登校拒否は，学業成績の価値や教育の将来的な有用性という個人の教育的価値観とより関

連していた。女子生徒が教育の価値を高く認識しているほど，登校拒否は低かった。ここでは，

ネットワーク分析を用いて，中国の青年男女の登校拒否での特有の男女差が明らかになったと

考えている。個人，家族，学校の要因と登校拒否との複雑な相互関係を探り，これらの要因が

男子と女子で，どのように異なる形で寄与するかが示されたと考えている。性別という視点で

の調査研究であるが，その他の要因も考慮した，継続研究を期待している(PA)。 

 Yanqiu ら(2024)によれば，24 項目からなる改訂版登校拒否評価尺度中国語版(SRAS-R)が，

登校拒否行動(SRB)，ブリッジング評価，SRB への対処に関する 4 つの機能や状態を評価する

ことを目的に研究を行っている。SRAS-R 中国語版の検証のため，2022 年 2 月から 3 月にかけ

て，中国・台州の中学生 1,108 名を対象に，匿名横断調査を実施している。確認的因子分析(CFA)

では，元の 4 因子モデルは支持されなかった。そのため，最初の半分に分割されたサブサンプ

ルで実施した探索的因子分析では 3 項目が削除され，5 因子モデルが作成された。このモデル

は，2 番目のサブサンプルで CFA によって確認された。得られた 21 項目の SRAS-R 中国版尺

度と下位尺度が，性別および校種別による測定不変性，良好な内的一貫性，天井効果および床

効果の欠如，そして不登校志向および抑うつ症状という 2 つの外的変数との併存妥当性を示し

ていた。下位尺度得点には性別および校種別による有意な差が認められた。これらのことから，

21 項目および 5 因子からなる SRAS-R 中国版は，良好な心理測定特性を示しており，中国の青

年男女における SRB 研究に適用可能であると考えている。今後の研究により，これまでも他の

研究でも取り上げられてきているが，中国版を含む各国における SRAS-R の妥当性について，

検証する必要があると考えられる(ERIC)。 

 Shayganfard ら(2024)は，小学生男子の不安に基づく登校拒否および行動問題に対する認知行

動療法的グループプレイセラピーの有効性を検証することを目的に研究を行っている。ランダ

ム化比較試験デザイン(対照群との事前・事後テスト)をここでは採用している。登校拒否の問

題を抱える小学生男子 30 名を，15 人の介入群と 15 人の対照群にランダムに割り振っている。

介入群は，10 回の認知行動療法的グループプレイセラピーを受けた。評価手段として，Screen 



for Child Anxiety-Related Emotional Disorders(SCARED)質問票および Rutter の Child's Behavior 

Questionnaire を用いている。介入群の不安に基づく登校拒否および行動問題の平均スコアは有

意に減少していた(p<0.001)。イランにおいても認知行動療法的グループプレイセラピーは，小

学生の不安に基づく登校拒否児の不安レベルと行動問題を軽減するための実践的なアプローチ

であると考えられている(PA)。 

 

 Ⅲ おわりに 

 2024 年の ERIC および APA PsycInfo（Psychological Abstracts）における不登校に関連すると

考えられる研究では，雑誌の形で出版され，収録された文献として取り上げられているものが

多く見られる。不登校に関連する COVID-19 とそのパンデミックにかかわる文献は，2022 年に

急増したが 2024 年も 2023 年と同じく 112 件である。特別支援教育で取り上げられている障害

に関わる文献も増加してきている。不安症，社交恐怖，素行症，ADHD，自閉スペクトラム症

などに関する文献が多く見られているが，これらの重複障害，併発疾患についても取り上げら

れていることも特徴での一つである。様々な場面での認知行動療法を活用したケースも多く見

られる。薬物やタバコの常用等の物質乱用と不登校の関連を取り上げている文献も見られるが，

ここでは基本的に取り上げなかった。今年度の国別では，総数ではアメリカ合衆国の文献は多

いが，EU 圏やアジア・アフリカ，中南米の国々の文献も多く見られている。貧困や経済的理

由で不登校に至るケースも取り上げられている。 

 インターネットでの掲載が容易になり，pdf やリンク設定により，全文が閲覧可能の文献も

多い。電子データとして保存をすることが一般的になり，それぞれのキーワードに関わる文献

数が著しく増加してきたが，不登校関連の文献はこれまで 800 件前後で推移してきた。 

 PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (APA PsycInfo)は，2013 年 11 月末に日本国内の個人利用者

へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関施設内での利用

となっていたが，2015 年 7 月以降に学術認証フェデレーション(GakuNin)に参加している鳴門

教育大学を含む多くの大学関係者等は施設外からの EBSCO による学術情報の検索が可能とな

った。2024 年の文献については ERIC データベースと GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo デ

ータベースによる作業を行った。 

 2024 年の ERIC では，2025 年 5 月末現在で，school attendance に関する文献が 90 件，school 

dropout に関する文献が 42 件，school phobia に関する文献が 3 件，school refusal に関する文献

が 14 件であった。一方，GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo では，school attendance に関する

文献が 501 件，school dropout に関する文献が 245 件，school phobia に関する文献が 174 件，school 

refusal に関する文献は 93 件であった。2024 年の検索文献総数は 1,162 件であり，このうち 46

件について取り上げた。2000 年以降の ERIC および GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo の検

索文献総数の推移を見てみると，2000 年 354(126,228)件，2001 年 413(122,291)件，2002 年

419(114,305)件，2003 年 361(59,302)件，2004 年 489(100,389)件，2005 年 486(82,404)件，2006



年 569(111,458)件，2007 年 618(136,482)件，2008 年 657(114,543)件，2009 年 727(169,558)件，

2010 年 742(173,569)件，2011 年 755(141,614)件，2012 年 817(168,649)件，2013 年 873(137,736)

件，2014 年 829(80,749)件，2015 年 804(65,739)件，2016 年 832(89,743)件，2017 年 933(118,815)

件，2018 年 819(105,714)件，2019 年 795(702,93)件，2020 年 793(107,686)件，2021 年 877(129,748)

件，2022 年 879(105,774)件，2023 年 883(114,739)件,2024 年 1,162(149,1,013)である

（ERIC,GakuNin・EBSCO 経由 APA PsycInfo の文献数）。 

 基礎研究としての ERIC および PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の文献を用いた世

界の不登校に関する研究の 1 年毎の概観は，34 年目となる。2002 年まで進めてきた ERIC の年

毎の概観が，検索方法が変更され，一時できなくなっていたが 2012 年より再度過去の文献も含

めて検索ができるようになった。APA PsycInfo(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)についても

2015 年 7 月以降 GakuNin・EBSCO 経由での検索が可能となった。日本における登校に関連す

る問題，不登校に関連する問題は解決してきているとは考えられず，いじめや児童虐待の関係

からも，通常学級に在籍している児童生徒のコミュニケーション能力との関連，更に特別支援

教育との関連もあり，東日本大震災以降の不登校の高止まりが続き，2024 年度も増加しており，

今後も１年毎の概観のアプローチをしていく必要があると考えている。 

 COVID-19 のキーワードのある文献は，2024 年には ERIC では 4,243 件，APA PsycINFO では

8,087 件(2025.5 末現在)であるが，あわせて不登校研究のキーワードを持つ文献は，ERIC では

school attendance15 件，school dropout5 件 school phobia0 件，school refusal2 件の計 22 件，APA 

PsycINFO では school attendance56 件，school dropout12 件，school phobia17 件，school refusal6

件の計 91 件で，総数では 113 件であった。COVID-19 新型コロナウイルス感染拡大防止の関連

で学校が臨時休業やこれまでの授業形態ができない状態になる日々が続いたこともあり，不登

校とも関連した今後の研究にも目を向け続けていきたい。 
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